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簡易水道料金の在り方について 

１ はじめに 

 本審議会は、平成 30（2018）年 11 月に簡易水道料金の在り方について諮問を受け、   

２か年にわたり慎重に審議を行った。 

簡易水道事業は水道法に基づく給水人口が5,000人以下の水道事業であり、郡山市におい

ては、昭和36（1961）年に開始した中田簡易水道及び湖南簡易水道、熱海中山簡易水道の３

事業を運営し、平成31（2019）年３月末現在1,501戸、3,805人に水道水を供給している。 

当該事業は開始当初から上水道事業に比べ著しく低廉な料金体系により提供され、地域

住民の重要な生活基盤としての役割を果たしてきたところであるが、今後は上水道給水地

域等と比較して高い高齢化率や人口減少等により将来においても水需要及び収益の減少

が見込まれる（※データ１）ほか、老朽化施設の増加等による更新費用の確保や気候変動等の影響

により頻発する自然災害への対応などに多額の費用が必要になると考えられる。 

しかしながら、本来は料金収入により事業運営すべきところを、事業開始当時の地域の

諸事情により上水道料金に比べ著しく低廉な料金体系を基本とし、その改定については消

費税等への対応を除き、湖南及び熱海中山は20年、中田においては25年間据え置いてきた

こと、また施設を整備した際に借り入れた地方債の償還金が多額であること等から、料金

回収率は類似団体と比べても大幅に下回っているのに加え、老朽化等施設の更新先送りや

一般会計からの繰入金に依存した運営となっている（※データ２）のが現状である。 

このような状況の下、水道の基盤を強化することによって「清浄にして豊富低廉な水の 

供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与すること」を目的とする水

道法の本旨に基づき、利用者の負担等を考慮しながらも、本市の簡易水道事業が行うべき

「安全な水道水の安定した供給」を将来にわたり持続可能なものとすることを念頭に審議

を重ねたところ、次のような結論に達したものである。 

 

データ２ 

項  目 金額(千円)

料金収入 39,086

一般会計繰入金 167,545

その他の収入 1,417

合計 208,048

データ１ 

(人) (千円) 
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２ 本市の簡易水道料金について 

料金の算定に当たっては、水道法施行規則にも示されるとおり概ね３年を通じ財政の均

衡を保つことができるよう設定されるべきであることから、本来であれば上水道事業に準

じ、４年程度の算定期間において料金回収率が 100％を超える料金水準まで引き上げるこ

とが望ましい。 

しかしながら、本市簡易水道事業

においては平成29年度決算で料金回

収率が19.31％と、類似団体平均の

58.52％を大きく下回り（※データ３）、料金

体系も全国の類似する規模の事業や

県内の他の事業に比べ著しく低い水

準にあるため（※データ４・５）、一般会計繰

入金による多額の補てんにより収支

を保っていると言わざるを得ない。 

このような状況により、財政の均衡を保つことを可能とする給水収益の水準は、現状の

数倍にも及ぶことから、非常に大きな料金改定となるのは明らかであり、このことは簡易

水道利用者の生活に対し多大な影響を生じさせると思われる。 

このことから、本市簡易水道事業の財政状況等を鑑みると、料金の引き上げ改定は先延

ばしすることなく実施すべきであると考えるが、改定に当たっては次項に述べる内容につ

いて十分に検討し、配慮することが望ましい。 

 

 

事業 使用料(円)

中田簡易水道 1,296
湖南・熱海中山簡易水道 1,652
郡山市上水道 3,154
簡水類似団体平均 3,187
県内簡水平均(公営) 3,390

(円) 

データ４ 

データ３ 

データ５ 

(％) 
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３ 料金改定について 

(1) 料金水準について 

水道事業の性質を鑑みれば、本来、一つの地方自治体においては同一のサービス、同

一の料金であるのが望ましい。しかしながら、本市の事業運営の現状では上水道料金と

比較し、湖南及び熱海中山簡易水道の料金で約1.9倍、中田簡易水道の料金では約2.4倍

の格差があることから、利用者の負担を考慮すると、短い期間で同水準の料金に改定す

るのには相当な困難が伴うと言わざるを得ない。 

このことから、料金改定に当たっては、本市簡易水道の現状及び上水道との施設格差、

長年にわたり料金を据え置いてきた経緯等、本市簡易水道事業の持つ特性や住民生活へ

の影響を十分に考慮し、資本的支出である地方債償還金を除き、当面事業の維持管理に

係る費用を賄える料金水準を目指すべきである。 

(2) 算定に係る期間の考え方について 

水道料金の算定期間については３年から５年とすることが適当とされていることから、

本市上水道事業においても４年間となっていること、政策に対し責任を持つ市長の任期

が４年であること等を鑑みると、基本的には４年程度とすることが望ましい。 

しかしながら、本市簡易水道事業が目指すべき料金水準と現行料金との間には湖南及

び熱海中山簡易水道で1.7倍、中田簡易水道で2.1倍と、やはり大きな差があることから、

４年の間で激変緩和措置を設けたとしても改定率は湖南及び熱海中山簡易水道で68.0％、

中田簡易水道で114.2％となり、利用者への負担が過大となることは明らかである。 

このことから、今回の改定に当たっては、総務省の示す地方公営企業の中長期的な経

営プランである「経営戦略」の標準的な計画期間でもある10年間（令和２（2020）年度

から令和11（2029）年度まで）について財政推計を行い、その中で３から５年程度のスパ

ンで段階的に改定を行っていく見通しを持つべきであると考える。 

なお、10年間で財政推計を行った場合、現在事業が抱える地方債の償還が９年目の令

和10（2028）年度に完了すること（※データ６）等から、最終年度までにおいては料金回収率の

改善及び将来的な施設への計画的な再投資が可能になると思われる。 

データ６ 

(千円) 



 

4 

(3) 各事業の料金体系の統一について 

 また、今回の改定においては、個別の各事業の収支のみを捉えて各々に料金を求める

のではなく、本市簡易水道事業全体で経営を捉え、単独では脆弱な各事業を相互に補う

「市内での広域化」に向け、湖南及び熱海中山と中田との間で異なる料金を最終的に統

一させるべきである。 

 (4) 料金の改定に当たって配慮すべき事項 

料金改定に当たっては、消費税等改定分を除き 20年以上の長きにわたり料金の改定が

行われなかった経緯や、それぞれの地域における利用者等への経営状況の説明責任、歴

史的な背景を踏まえつつ、十分な利用者への説明、周知を図るべきである。 

10年間における段階的な料金改定案のイメージ（13㎜・20㎥１か月あたり料金） 

(円) 

データ７ 

湖南・熱海中山簡易水道

【現行】 【１段階】R2～R5 【２段階】R6～R10 【将来的に】

１か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥
準備料金 530 準備料金 630 準備料金 780 準備料金 970 準備料金 1,060
水量 1,000 水量 1,200 水量 1,400 水量 1,600 水量 1,860

消費税10% 153 消費税10% 183 消費税10% 218 消費税10% 257 消費税10% 292
計 1,683 計 2,013 計 2,398 計 2,827 計 3,212

13mm･20㎥料金 改定率 19.6% 19.1% 17.9% 13.6%
１か月あたり料金の値上額 330 385 429 385
上水道比較 52% 63% 75% 88% 100%

中田簡易水道

【現行】 【１段階】R2～R5 【２段階】R6～R10 【最終改定】R11 【将来的に】

１か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥ １か月・13㎜ 20㎥
準備料金 450 準備料金 530 準備料金 680 準備料金 970 準備料金 1,060
水量 750 水量 1,000 水量 1,300 水量 1,600 水量 1,860

消費税10% 120 消費税10% 153 消費税10% 198 消費税10% 257 消費税10% 292
計 1,320 計 1,683 計 2,178 計 2,827 計 3,212

13mm･20㎥料金 改定率 27.5% 29.4% 29.8% 13.6%
１か月あたり料金の値上額 363 495 649 385
上水道比較 41% 52% 68% 88% 100%

現行料金 湖南・熱海の現行水準 第１段階×1.3 上水道水準の88％ 上水道水準

【最終改定】R11

現行料金 現行×1.2 第１段階×1.25 上水道水準の88％ 上水道水準
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(5) 料金改定後の経営に当たって 

料金改定を行うことにより、事業の経営状態には一定の改善が見込まれる。 

しかしながら、独立採算が可能な水準には容易に到達し得ないこと、給水地域の特性

から施設整備に係る事業費が経営規模に比して高額となる傾向にある上に、令和 10

（2028）年度までは既存施設整備時の地方債償還が続くこと等を勘案すると、一般会計

からの繰入金による支援は、今後とも一定程度必要であると考える。 

そのためには、事務効率化等により常に歳出の削減を図り赤字補てんの削減に努める

とともに、給水人口減少を見据え、施設の規模縮小も視野に入れた効率的かつ計画的な

更新を図る等、一層の合理化が求められる。 

 

４ これからの簡易水道事業について 

 今回の審議結果等を踏まえ、本市簡易水道事業の「あるべき姿」実現に向け、今後とも

経営状況及び適正な料金の在り方については、常設の附属機関による定期的な審議を継続

して行うことが望まれる。 

また、地方公営企業としての水道事業・簡易水道事業を取り巻く現状を踏まえ、令和元

（2019）年10月１日施行の改正水道法の趣旨に則り、水道の基盤強化を図り将来にわたっ

て安全な水を安定的に供給するために、水道事業として統一的なサービス提供を行い、施

設維持管理・整備、経理、料金徴収等を効率化しスケールメリットを求める「市内での広

域化」を図るべく、簡易水道事業の上下水道局への事務移管や上水道事業との経営統合等

も具体的に検討すべきであると考える。 

 その実現に当たっては、近年全国の水道事業及び簡易水道事業における「市内水道料金

の統一化」の推進を念頭に検討すべきである。 
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